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証券コード ６４７８ 
平成 2 9年６月８日 

 
株 主 各 位 

 
大阪府和泉市あゆみ野二丁目８番１号 

 

                                取締役社長  山 本 勝 巳 

 

第88回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第88回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいます

ようご案内申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合には、書面により議決権を行使することができますので、

お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否を

ご表示のうえ、平成29年６月23日（金曜日）午後５時までに到着するようご返送をお願い申

しあげます。 

敬 具 

記 

１．日    時 平成29年６月26日（月曜日）午前10時 

２．場    所 大阪府和泉市あゆみ野二丁目８番１号 

  ダイベア株式会社 本社３階多目的ホール 

３．目 的 事 項  

   報 告 事 項 １．第88期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） 

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件 

 ２．第88期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） 

計算書類報告の件 

   決 議 事 項  

第１号議案 剰余金処分の件 

第２号議案 株式併合の件 

第３号議案 取締役６名選任の件 

第４号議案 監査役２名選任の件 

第５号議案 補欠監査役２名選任の件 

第６号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

第７号議案 役員賞与支給の件 

  
以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(お 願 い) 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申しあげます。なお、当日の受付開始は午前９時を予定しております。 
(お知らせ) 修正すべき事項が生じた場合には、直ちに当社ホームページ (http://www.daibea.co.jp)

にて、修正後の内容を開示いたします。 
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(添 付 書 類) 
 

事 業 報 告 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 
１．企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及び成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善が進み、雇用・所得環境が改

善するなど、引き続き緩やかな景気回復基調にありましたが、新興国経済の減速、英国

のＥＵ離脱問題及び米国新政権の今後の政策等、依然として不安要素を抱えたまま推移

致しました。 

このような情勢のもと、当社グループといたしましては、生産の効率化、品質の向上

やお客様のニーズにあった製品の提供につとめてまいりました結果、当連結会計年度の

売上高は239億14百万円（前年度比1.0％増）となりました。 

利益面につきましては、売上高の増加に加えて、原価低減活動や業務の効率化に取組

みました結果、営業利益は前年度に比べ２億70百万円増の７億89百万円、経常利益は２

億51百万円増の８億14百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は２億32百万円増の４

億98百万円となりました。 

当連結会計年度の設備投資につきましては、生産設備の合理化・更新を中心に実施し、

その総額は15億85百万円となりました。これらの所要資金は自己資金及び借入金を充当

致しました。 

 

 (2) 対処すべき課題 

今後の見通しといたしましては、引き続き当社グループの売上高は概ね増加傾向にあ

りますが、全体としては先行きが見渡せる経済情勢とは言い難く、経営環境は予断を許

さないものと思われます。 

このような状況に対処するため、当社グループといたしましては、営業部を発足させ

るなど、現在、自社ブランドの拡販や新商品開発に重点を置き、新規の受注獲得に向け

て鋭意取組んでおります。併せて、より一層の品質向上並びにこれまで以上の原価低減

や業務改善など経営全般の効率化を推進し、企業体質の強化と業績の向上につとめてい

く所存であります。 

株主のみなさまにおかれましては、何とぞ変わらぬご支援、ご鞭撻を賜わりますよう

お願い申しあげます。 
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 (3) 財産及び損益の状況の推移 

  ① 企業集団の財産及び損益の状況 
 

区     分 
第85期 

(平成26年３月期) 
第86期 

(平成27年３月期) 
第87期 

(平成28年３月期) 

第88期 
(当連結会計年度) 
(平成29年３月期) 

売 上 高(百万円) 25,148 25,547 23,669 23,914 

経 常 利 益(百万円) 946 932 563 814 

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円)
 

540 1,323 266 498 

１株当たり当期純利益 31円3銭 75円94銭 15円29銭 28円62銭 

純 資 産(百万円) 11,300 11,118 10,955 11,462 

総 資 産(百万円) 25,298 25,917 24,470 25,677 

 

  ② 当社の財産及び損益の状況 
 

区     分 
第85期 

(平成26年３月期) 
第86期 

(平成27年３月期) 
第87期 

(平成28年３月期) 

第88期 
(当事業年度) 

(平成29年３月期) 

売 上 高(百万円) 25,148 25,525 23,669 23,914 

経 常 利 益(百万円) 774 824 495 736 

当 期 純 利 益(百万円) 427 1,292 238 481 

１株当たり当期純利益 24円50銭 74円7銭 13円69銭 27円58銭 

純 資 産(百万円) 9,315 10,013 10,109 10,451 

総 資 産(百万円) 23,145 24,834 23,229 24,464 

 
(注)  １．第85期は、円安や株高の進行等景気回復基調により、増収増益となりました。 

２．第86期は、企業収益の改善等により、増収増益となりました。 

３．第87期は、新興国の需要減少等により、減収減益となりました。 

４．第88期は、生産の効率化や原価低減等により、増収増益となりました。 

 

 (4) 主要な事業内容 

当社グループはベアリング及びベアリング関連製品の製造及び販売を主たる事業とし

ております。 
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(5) 主要な営業所及び工場 

  ① 当社 

本社事務所 大阪府和泉市あゆみ野二丁目８番１号 
 

名     称 所    在    地 

和 泉 工 場 大 阪 府 和 泉 市 

名 張 工 場 三 重 県 名 張 市 

 

  ② 子会社 
 

名     称 所    在    地 

ミケヤマ機工株式会社 大 阪 府 貝 塚 市 

 

 (6) 従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 

   602名（うち当社 574名）   ５名増（うち当社 ４名増) 
 
(注) 従業員数には出向者は含んでおりません。 

 

 (7) 重要な親会社及び子会社の状況 

  ① 親会社の状況 

当社の親会社は株式会社ジェイテクトで、同社は当社の株式を7,894千株（議決権

比率:直接46.0％、間接2.7％）所有しております。なお、当社は同社と経営全般に

わたる業務提携を結んでおり、生産・販売並びに技術の各分野において密接な関係

にあります。 

取引に当たっては、対価その他の取引条件が市場実勢を勘案して通常の取引条件

で行われるよう留意しております。当社取締役会は、取引の類型ごとに取引条件を

把握した上で、包括的又は個別の取引ごとに、取引条件の適正性・公正性を判断し

ており、これらの取引が当社の利益を害するものではないと判断しております。 

 

  ② 子会社の状況 

名     称 資  本  金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容 

 百万円 ％  

ミケヤマ機工株式会社 10 50 ベアリングの旋削加工 
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 (8) 主要な借入先の状況 
 

主 要 な 借 入 先 名 借 入 金 残 高 

 千円 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,500,000 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,000,000 

(注) 三井住友信託銀行株式会社の借入金残高には、三井住友信託銀行株式会社を幹事とす

る金融機関６社によるシンジケートローンの残高1,380,000千円、株式会社りそな銀行

の借入金残高には、株式会社りそな銀行を幹事とする金融機関４社によるシンジケー

トローンの残高920,000千円がそれぞれ含まれております。 

 

２．会社の株式に関する事項 

 (1) 発行可能株式総数 40,000,000株 

  

 (2) 発行済株式の総数 17,473,454株 

(うち自己株式の数  32,165株)

 (3) 株 主 数 1,720名 

  

 (4) 上位10名の株主 
 

株    主    名 持  株  数 持 株 比 率 

 千株 ％ 

株 式 会 社 ジ ェ イ テ ク ト 7,894 45.3 

サ ッ ポ ロ プ レ シ ジ ョ ン 株 式 会 社 526 3.0 

Ｈ Ｉ Ｃ 共 栄 会 463 2.7 

シ ミ ズ 精 工 株 式 会 社 460 2.6 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 414 2.4 

光 洋 熱 処 理 株 式 会 社 362 2.1 

ダ イ ベ ア 従 業 員 持 株 会 339 1.9 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 292 1.7 

株 式 会 社 天 辻 鋼 球 製 作 所 230 1.3 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 200 1.1 

 
(注) 持株比率は、発行済株式の総数（17,473,454株）から自己株式の数（32,165株）を控除して算出して

おります。 
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３．会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の状況 
 

地   位 氏   名 担     当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

※取 締 役 社 長 山 本 勝 巳 
超高性能軸受開発室・監査室
統括 

 

常 務 取 締 役 小 竹 章 好 
社長補佐、輸出管理室長、生
産管理部・生産技術部・和泉
工場・名張工場担当 

株式会社トーミック取締役 

常 務 取 締 役 藤 原 秀 次 
監査室・経営管理部・総務
部・調達部担当 

ミケヤマ機工株式会社監査役 

常 務 取 締 役 谷 野 和 人 
品質保証部・営業部・技術部
担当 

ミケヤマ機工株式会社取締役 

   取 締 役 石 橋 康 弘 名張工場長  

取 締 役 森 田   秀 技術部長、営業部副担当  

取 締 役 喜 多 俊 男 和泉工場長  

取 締 役 足 立 恭 輔 経営管理部長、監査室補佐 株式会社トーミック監査役 

取 締 役 桑 木   肇  
ＴＯＷＡ株式会社取締役 
富士機工株式会社取締役 

常 勤 監 査 役 川 西 博 美  
東京エッチ・アイ・シー株式
会社監査役 

監 査 役 荒 木 恵 司  
株式会社ジェイテクト常務執
行役員 

監 査 役 岩 井   泉  
伊藤忠ロジスティクス株式会
社監査役 

 
(注)  １．※は代表取締役であります。 

２．取締役桑木 肇氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役川西博美、岩井 泉の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４．取締役桑木 肇氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。 

５．取締役桑木 肇、監査役岩井 泉の両氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づき届け出る

ため当社が指定した独立役員であります。 

６．平成28年６月27日開催の第87回定時株主総会において、山本勝巳氏が取締役社長に、喜多俊男、 

足立恭輔の両氏が取締役に新たに選任され、就任いたしました。 

７．取締役社長酒井祥夫、専務取締役入谷清宏、常務取締役瀧井裕一の各氏は、平成28年６月27日

開催の第87回定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。 
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 

取締役 12名 126,230千円 （うち社外取締役   １名      3,960千円） 

監査役 ３名 22,210千円 （うち社外監査役   ２名      21,550千円） 

    (注) 1. 平成28年６月27日開催の第87回定時株主総会終結の時をもって退任いたしました

３名の在任中の報酬等の額につきましては、支給人数とともに含めて記載してお

ります。 

2. 上記の報酬等の総額には、当期中における役員退職慰労引当金の下記引当額が含

まれております。 

取締役  12名  22,320千円 (うち社外取締役   １名      360千円)    

監査役  ３名   2,580千円 (うち社外監査役   ２名    2,520千円) 

3. 上記のほか、当事業年度に退任した３名に対し退職慰労金48,840千円を支給して 

おります。 

取締役  ３名   48,840千円 

 

(3) 社外役員に関する事項 

①  重要な兼職先と当社との関係 

取締役桑木 肇氏の兼職先であるＴＯＷＡ株式会社、富士機工株式会社の両社と当

社との間には特別の関係はありません。 

監査役川西博美氏の兼職先である東京エッチ・アイ・シー株式会社は持分法非適用

の関連会社であり、同社と当社との間には仕入・販売の取引関係があります。 

監査役岩井 泉氏の兼職先である伊藤忠ロジスティクス株式会社と当社との間には

特別の関係はありません。 
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② 主な活動状況 

氏  名 主   な   活   動   状   況 

桑木 肇 
当事業年度開催の取締役会に12回中11回出席し、公認会計士としての専

門的知見から、議案事項等に必要な発言を適宜行っております。 

川西博美 

当事業年度開催の取締役会に12回中12回、また監査役会に６回中６回出

席し、豊富な経験及び幅広い見識に基づき必要な発言を適宜行っており

ます。 

岩井 泉 

当事業年度開催の取締役会に12回中11回、また監査役会に６回中６回出

席し、弁護士としての専門的知見から、議案事項等に必要な発言を適宜

行っております。 

③ 責任限定契約の内容の概要 

当社は、社外取締役・社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく賠償の限度額は、法令が規定する最低責

任限度額であります。 

 

４．会計監査人に関する事項 

 (1) 会計監査人の名称 

   ＰｗＣ京都監査法人 

   (注)当社が監査証明を受けている京都監査法人は、平成28年12月１日に名称を変更し、ＰｗＣ京都

監査法人となりました。 

  

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

  ① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 23,400千円

  ② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,400千円
 

(注) 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や報酬見積もりの算出根拠

などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っ

ております。 

 

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定

いたします。 
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また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認

められる場合に、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ

の理由を報告いたします。 

 

５．会社の体制及び方針 

(1) 業務の適正を確保するための体制 

当社は、株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制に関し、取締役会におい 

て次のとおり決議しております。 

  ① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・ＣＳＲ方針(経営理念・企業行動規準・取締役倫理規則・社員の行動指針)等を、全

ての取締役及び従業員に周知し、法令・定款等に則って行動するよう徹底します。

更に取締役会が、内部統制システム整備の基本方針を策定し、その運用状況を定期

的に点検します。また取締役に対しては、役員研修等の場において、役員法令ハン

ドブックを用い、役員に課せられた義務と責任や適用される法令・ルール等につい

て教育します。 

・コンプライアンスに関する重要課題と対応について、取締役等からすでにＣＳＲオ

フィサーを任命し、コンプライアンスを含めＣＳＲについて年２回の点検を行い、

部門長を通じて各機能・事業部門のコンプライアンスの啓発・点検、腐敗行為（贈

収賄）防止に関する規程及びガイドラインの展開を行います。これらＣＳＲオフィ

サーによる点検結果等、コンプライアンスプログラムの取り組み実績をＣＳＲ委員

会で報告・審議し、反省点を次年度の計画に反映します。 

・内部監査については、トップ直轄の監査室が各機能・事業部門の業務執行及び内部

統制の有効性を監査し、その結果を代表取締役に報告することで監査の独立性を確

保します。 

・企業倫理に関わる通報は、社内外に設置する企業倫理相談窓口を通じて受付け、通

報者の利益を保護しつつ、未然防止と早期解決を図ります。また、本制度が機能し

ていることを定期的に確認し、自浄作用が十分発揮され風土として根付くよう努め

ます。 

・自治体が定める暴力団排除条例を遵守し、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢

力・団体に対して、会社組織として毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断しま

す。総務機能は警察や外部の専門機関、有識者と連携し、反社会的勢力に関する最

新情報の一元管理、不当要求対応マニュアルの整備推進を行います。これを受けて

各部門は担当部署を通じて、リスク発生時の速やかな情報展開を図るとともに啓発

活動を継続して展開し、被害の未然防止に努めます。 
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  ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報は、その保存・管理に関する規程を制定し、当該規程 

に基づき、適切に保存・管理します。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・予算制度・稟議制度等により、組織横断的な牽制に基づいた業務の執行を行い、重

要案件については社内規程に基づいて取締役会等の役員会議体及び全社登録会議体

へ適時適切に付議します。 

・ＣＳＲ委員会が策定する方針・指示に基づき、各担当部署がリスク管理をし、内部

監査部門・専門部署が監査活動を実施します。 

 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   ・取締役の職務執行上の意思決定は、取締役会・経営会議で構成する役員会議体に加

え、組織横断的な全社登録会議体において、適切な相互牽制のもと総合的な検討を

経て行います。 

・取締役は、業務分掌規則・稟議規則等で定められた役割分担等に基づき、指揮・監 

督します。 

・毎事業年度の期初に策定される会社方針は、即時に全社へ周知徹底を図ります。ま

た各部門単位で会社方針に基づいた年度実施計画が策定され、その達成進捗状況を

定期的に点検する方針管理制度を採用します。 

 

⑤ 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確 

保するための体制 

経営理念の共有の為に、ＣＳＲ方針（企業理念・企業行動規準・役員倫理規則・社

員行動指針）を国内外の子会社等へ周知します。 

・子会社の取締役等及び使用人の職務の執行に係わる事項の当社への報告に関する体

制 

事前協議に関するルールに基づき、子会社等の経営・事業活動を適切に管理・監督

し、子会社等の業務の適正性・適法性を確認します。 

・子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

業績に影響を及ぼす可能性のある災害等のリスク、事業等のリスクの分類及びリス

ク評価を行い、それぞれの領域毎に危険の管理（体制を含む）に関する規程・基

準・ガイドライン等を定め、規程等に基づく適切な対応を行います。 
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・子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

子会社管理について、当社における関係部署の体制と役割を明確にし、事業軸及び機

能軸の両面から子会社等を指導・育成します。 

・子会社の取締役等及び使用人の職務の執行に係わる事項の当社への報告に関する体制 

子会社等は、当社の指針に基づき、定期的にコンプライアンス点検を実施し、法令遵

守を徹底します。 

 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項 

・必要に応じて監査役スタッフを置くこととし、その人事については取締役と監査役

が協議します。 

 

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・監査役スタッフを置く場合は、その独立性を確保する体制をつくります。 

 

   ⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制 

・取締役及び使用人は、その担当に係る業務執行について、適時適切に監査役に報告

するほか、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監

査役に報告します。 

・監査役は、監査役会・経営会議において、社外監査役・取締役に対し監査役活動報

告を行います。経営トップは、監査役が指摘する経営上の課題・リスクについて、

対策必要な項目の責任役員を指名し、その執行状況をフォローします。社外も含め

た全ての取締役・監査役で、これら情報を共有することにより、監査役へ報告した

者が、当社または子会社において不利な取扱いを受けないことを確保しております。 

・監査役会または監査役からの求めに応じ、監査役の職務の執行に必要な予算を確保

します。また、予算外の案件を含め、費用の前払または償還ならびに債務の処理は

社内規程に基づき行います。 

・取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、定期・随時に、監査役に業務の報告を

します。 
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⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・取締役会・経営会議等の主要な役員会議体及び業務主要会議には監査役の出席を得

るとともに、監査役による重要書類の閲覧及び会計監査人との定期・随時の情報交

換を確保します。 

・経営トップとの定期・随時の懇談を通じて情報共有を確保します。 

 

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況 

内部統制については、監査室が全社レベルでの内部統制の有効性について内部監査役

を行います。その結果は、必要に応じ、経営会議等を通じて、適宜、取締役及び監査役

に報告され、意見交換がなされております。  

監査室は４名で構成され、監査計画や監査実施状況などについて、必要の都度監査役

と会合して、情報の共有を図っております。また、監査役は、社外監査役２名を含む３

名で構成され、監査役会が定めた監査の方針、監査実施計画、職務の分担等に従い、取

締役会その他重要な会議に出席するとともに、監査役会を２ヶ月に１回の割合で開催し、

取締役等から職務の執行状況について報告を求めるなどの方法により、業務および財産

状況や内部統制システムの整備状況を監査しております。会計監査にあたっては、監査

法人から報告及び説明を受けるほか、必要に応じて情報交換を実施する等、相互の連携

を図っております。なお、監査役岩井 泉氏は、弁護士の資格を有しております。 

 

６．剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、安定的な配当を基本とし、業績及び配当性向を総合的に勘案して、株主の皆様

のご期待に応えたいと考えております。 

当事業年度の配当金につきましては、期末配当金は１株当たり５円とし、中間配当金 

(４円)と合わせて年間９円を予定しております。 

内部留保につきましては、企業体質の一層の強化・充実と今後の事業展開をはかるため

の投資に充当し、将来にわたる株主利益の確保につとめてまいりたいと存じます。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
(平成29年３月31日現在 

 
) 

(単位 千円) 

科     目 金  額  科     目 金  額 
 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工具、器具及び備品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 
 

13,994,181 

814,562 

8,120,238 

199,117 

1,287,978 

218,395 

284,824 

1,900,000 

1,176,656 

23,408 

△31,000 

11,683,190 

9,907,518 

2,339,638 

5,202,329 

107,156 

1,873,973 

294,872 

89,547 

3,169 

2,908 

260 

1,772,502 

493,906 

42,198 

972,322 

264,075 

  
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

1年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

役 員 賞 与 引 当 金 

未 払 消 費 税 等 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

役員退職慰労引当金 

退職給付に係る負債 

そ の 他 

 
 

8,253,955 

5,786,327 

210,000 

200,000 

804,521 

740,834 

308,957 

33,500 

103,261 

66,552 

5,960,580 

2,100,000 

175,395 

3,631,049 

54,135 

 負 債 合 計 14,214,535 
  

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金

退職給付に係る調整累計額 

非支配株主持分 

 
 

11,263,065 

2,317,954 

1,872,005 

7,088,068 

△14,962 

△201,312 

5,172 

△206,485 

401,082 
 

純 資 産 合 計 11,462,836 

資 産 合 計 25,677,371  負債及び純資産合計 25,677,371 
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

(単位 千円) 

科         目 金       額 

売 上 高  23,914,166 

売 上 原 価  21,778,175 

売 上 総 利 益  2,135,990 

販売費及び一般管理費  1,346,962 

営 業 利 益  789,028 

営 業 外 収 益   

保 険 解 約 返 戻 金 18,854  

そ の 他 24,648 43,503 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 11,807  

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 3,772  

そ の 他 2,329 17,909 

経 常 利 益  814,622 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,994  

そ の 他 0 1,995 

特 別 損 失   

減 損 損 失 3,266  

固 定 資 産 除 却 損 17,002 20,269 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  796,348 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 329,063  

法 人 税 等 調 整 額 △59,555 269,507 

当 期 純 利 益  526,840 

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  28,514 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  498,326 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

(単位 千円) 

項   目 
株  主  資  本 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 2,317,954 1,872,174 6,758,761 △44,112 10,904,777 

当 期 中 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当   △139,545  △139,545 

親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 利 益 

  498,326  498,326 

自 己 株 式 の 取 得    △675 △675 

自 己 株 式 の 処 分  △54  237 183 

自 己 株 式 の 消 却  △115 △29,472 29,588  

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

     

当 期 中 の 変 動 額 合 計  △169 329,307 29,149 358,288 

当 期 末 残 高 2,317,954 1,872,005 7,088,068 △14,962 11,263,065 

 

項   目 
その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純 資 産 合 計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利益 
累 計 額 合 計 

当 期 首 残 高 2,394 △328,373 △325,979 376,357 10,955,155 

当 期 中 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当     △139,545 

親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 利 益 

 
 

  498,326 

自 己 株 式 の 取 得     △675 

自 己 株 式 の 処 分     183 

自 己 株 式 の 消 却      

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

2,778 121,888 124,667 24,725 149,392 

当 期 中 の 変 動 額 合 計 2,778 121,888 124,667 24,725 507,680 

当 期 末 残 高 5,172 △206,485 △201,312 401,082 11,462,836 
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連 結 注 記 表 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりです。 

 １）連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結しております。 

 連結子会社の数 １社 

 連結子会社名 ミケヤマ機工株式会社 

 

 ２）持分法の適用に関する事項 

 持分法適用の関連会社の数 ２社 

 持分法適用の関連会社名 株式会社トーミック 

コーヨー久永株式会社 

 持分法非適用の関連会社名 東京エッチ・アイ・シー株式会社 

上記関連会社は、連結当期純利益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、重要性が低いため、持分法を適用しておりません。 

 

 ３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

 ４）会計方針に関する事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

      その他有価証券  

       時価のあるもの…………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

 

       時価のないもの…………… 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

       製品・仕掛品……………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

       原材料・貯蔵品…………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定） 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

       有形固定資産……………… 

       (リース資産除く) 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。 
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 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物……………17～38年 

 機械及び装置…12年 

       無形固定資産……………… 

       (リース資産除く) 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

       リース資産………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。 
 

(4) 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

 ② 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給額に基づき当連結会計年度に見合

う額を計上しております。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

役員の将来の退職による支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額の

100％を計上しております。 

    (5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

            特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段：金利スワップ 

      ヘッジ対象：変動金利の借入金利息 

③ ヘッジ方針 

 金利変動に伴うリスクの軽減を目的として利用する方針であります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

      特例処理を採用しておりますので、有効性の評価は省略しております。 

    (6) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

            退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。 
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(7) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

(8) 会計方針の変更 

     法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上
の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成
28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定
額法に変更しております。 
この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ      
2,944千円増加しております。 

 

２．連結貸借対照表に関する注記 

 １）有形固定資産の減価償却累計額 28,690,496千円

 

 ２）財務制限条項 

長期借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合計 2,300,000千円）には、下記の財務

制限条項が付されています。 

(条項) 

各連結会計年度末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、直前に終了した連結会

計年度末日の連結貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること、及び連結損益

計算書の経常損益を２期連続で損失としないこと。 

 
３．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 １）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式 17,473,454株

 

２）配当に関する事項 

(1) 配当金の支払額 

平成28年６月27日開催の第87回定時株主総会による配当に関する事項 

      配当金の総額 69,772千円

      １株当たり配当金 ４円

      基準日 平成28年３月31日

      効力発生日 平成28年６月28日

平成28年10月26日開催の取締役会による配当に関する事項 

      配当金の総額 69,772千円

      １株当たり配当金 ４円

      基準日 平成28年９月30日

      効力発生日 平成28年11月30日
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成29年６月26日開催の第88回定時株主総会において、次のとおり決議を予定しておりま

す。 

      配当金の総額 87,206千円

      １株当たり配当金 ５円

      基準日 平成29年３月31日

      効力発生日 平成29年６月27日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

４．金融商品に関する注記 

 １）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しており、親会社である株式会社ジェイテクトのＣＭＳ(キャッシュ・マネ

ジメント・システム)により余剰資金を運用しております。デリバティブ取引は、後述するリ

スクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図って

おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備資金（長期）であります。 

設備資金（長期）につきましては、変動金利にて借入を行い、金利変動リスクを軽減するた

め、金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、営業債務や

借入金に係る債務については流動性リスクに晒されておりますが、月次で資金繰計画を作成

する等の方法により管理しております。 

貸付金の管理は、株式会社ジェイテクトのＣＭＳによるものであり、株式会社ジェイテクト

の財政状況等を勘案し、リスク管理をしております。 

デリバティブ取引は、一部の借入金に係る金利変動リスクを軽減するための金利スワップ取

引であります。デリバティブ取引の利用にあたっては、資金担当部門が社内の管理規程に従

い決裁者の承認を得て行うとともに、取引実績の報告を定期的に行っております。なお、ヘ

ッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等につき

ましては、｢連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項｣の「 ４）会計方針に関する

事項  (5) 重要なヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。 
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２）金融商品の時価等に関する事項 

平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。 
(単位 千円) 

 
連結貸借対照表 
計上額（＊１) 

時価（＊１) 差額 

(1) 現金及び預金 814,562 814,562 － 

(2) 受取手形及び売掛金 8,120,238   

  貸倒引当金（＊２） 31,000   

 8,089,238 8,089,238 － 

(3) 短期貸付金 1,900,000 1,900,000 － 

(4) 投資有価証券    

  その他有価証券 11,445 11,445 － 

(5) 支払手形及び買掛金 (5,786,327) (5,786,327) － 

(6) 短期借入金 (210,000) (210,000) － 

(7) 長期借入金（＊３） (2,300,000) (2,300,000) － 

(8) デリバティブ取引 － － － 
 
(＊１) 負債に計上されているものについては､（ ）で示しております。 

(＊２) 受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(＊３) １年内返済予定の長期借入金は、(7) 長期借入金に含めております。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

(4) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(5) 支払手形及び買掛金、並びに(6) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

    (7) 長期借入金 

        長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理

の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を

行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

この結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。 

  (8) デリバティブ取引 

    金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 482,461千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため､「(4) 投資有

価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
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５．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 635円29銭

１株当たり当期純利益 28円62銭

 

６．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

７．その他の注記 

１）減損損失 
(1) 減損損失を認識した資産グループ 

用途 種類 場所 減損損失(千円) 
遊休 機械及び装置 三重県名張市 3,266 

計 3,266 
(2) 減損損失の認識に至った経緯 

事業の用に供していない遊休資産のうち、市場価格が帳簿価額に対して著しく下落した
資産について減損損失を認識しております。 

(3) 資産のグルーピングの方法 
事業全体を１つの資産グループとしております。ただし、遊休資産は個別の資産グルー
プとして取り扱っております。 

(4) 回収可能価額の算定 
遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、当該資産は他への
転用、売却が困難であるため、正味売却価額をゼロとして評価しております。 

２）金額の端数処理 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

３）繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

   ｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３ 

月28日）を当連結会計年度から適用しております。 
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貸 借 対 照 表 

(平成29年３月31日現在 
 

) 

(単位 千円) 

科     目 金  額  科     目 金  額 
 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 輌 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

 
 

13,616,170 

320,673 

10,551 

8,109,686 

200,544 

1,232,374 

196,251 

5,670 

275,411 

1,900,000 

1,378,398 

17,608 

△31,000 

10,847,867 

9,793,403 

2,171,198 

140,227 

5,120,386 

746 

106,874 

1,873,849 

85,247 

294,872 

3,007 

2,908 

99 

1,051,456 

23,333 

50,680 

42,198 

874,637 

13,657 

46,949 

  
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

1年内返済予定の長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

未 払 消 費 税 等 

設 備 関 係 支 払 手 形 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

 
 

8,475,031 

42,301 

6,022,242 

200,000 

200,000 

34,696 

804,521 

717,152 

287,155 

26,459 

30,000 

93,429 

12,790 

4,281 

5,537,360 

2,100,000 

50,606 

3,316,118 

70,635 

 負 債 合 計 14,012,391 
  

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

固定資産圧縮積立金 

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 
 

10,448,262 

2,317,954 

1,872,005 

1,872,005 

6,267,819 

579,488 

   5,688,331 

434,641 

3,470,000 

1,783,690 

△9,517 

3,384 

3,384 

 純 資 産 合 計 10,451,647 
資 産 合 計 24,464,038  負債及び純資産合計 24,464,038 
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損 益 計 算 書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

(単位 千円) 

科         目 金       額 

売 上 高  23,914,166 

売 上 原 価  21,905,997 

売 上 総 利 益  2,008,168 

販売費及び一般管理費  1,284,849 

営 業 利 益  723,319 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,894  

そ の 他 16,533 27,428 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 11,652  

そ の 他 2,329 13,982 

経 常 利 益  736,765 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,994  

そ の 他 0 1,995 

特 別 損 失   

減 損 損 失 3,266  

固 定 資 産 除 却 損 16,815 20,081 

税 引 前 当 期 純 利 益  718,679 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 296,000  

法 人 税 等 調 整 額 △58,426 237,574 

当 期 純 利 益  481,105 
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株主資本等変動計算書 

(平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

(単位 千円) 

項   目 

株      主      資      本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資 本 
準 備 金 

その他 
資 本 
剰余金 

資 本 
剰 余 金 
合 計 

利 益 
準 備 金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰 余 金 
合 計 

固定資産
圧 縮 
積 立 金 

別 途 
積 立 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 2,317,954 1,872,005 169 1,872,174 579,488 434,641 3,470,000 1,471,603 5,955,733 

当 期 中 の 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当        △139,545 △139,545 

当 期 純 利 益        481,105 481,105 

自 己 株 式 の 取 得          

自 己 株 式 の 処 分   △54 △54      

自 己 株 式 の 消 却   △115 △115    △29,472 △29,472 

 株主資本以外の項目の 
 当期中の変動額(純額) 

         

当 期 中 の 変 動 額 合 計   △169 △169    312,086 312,086 

当 期 末 残 高 2,317,954 1,872,005 － 1,872,005 579,488 434,641 3,470,000 1,783,690 6,267,819 

 

項   目 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純 資 産 
合 計 自己株式 

株 主 資 本 
合 計 

そ の 他 
有価証券 
評 価 
差 額 金 

評 価 ・ 
換 算 
差 額 等 
合 計 

当 期 首 残 高 △38,666 10,107,195 2,335 2,335 10,109,530 

当 期 中 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当  △139,545   △139,545 

当 期 純 利 益  481,105   481,105 

自 己 株 式 の 取 得 △675 △675   △675 

自 己 株 式 の 処 分 237 183   183 

自 己 株 式 の 消 却 29,588     

 株主資本以外の項目の 
 当期中の変動額(純額) 

  1,049 1,049 1,049 

当 期 中 の 変 動 額 合 計 29,149 341,066 1,049 1,049 342,116 

当 期 末 残 高 △9,517 10,448,262 3,384 3,384 10,451,647 
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続きは次のとお

りであります。 

 １）有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式…… 移動平均法による原価法 

    その他有価証券…………………… 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 ２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    製品・仕掛品……………………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

    原材料・貯蔵品…………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定） 

 ３）固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産………………………

(リース資産除く) 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物……………17～38年 

 機械及び装置…12年 

    無形固定資産……………………… 

    (リース資産除く) 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

    リース資産………………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。 

 ４）引当金の計上基準 

    (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

    (2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給額に基づき当事業年度に見合う額を

計上しております。 

    (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

・退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 
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・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 
    (4) 役員退職慰労引当金 

役員の将来の退職による支出に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額の100％を計

上しております。 

 ５) ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

          特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を行っております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段：金利スワップ 

     ヘッジ対象：変動金利の借入金利息 

(3) ヘッジ方針 

金利変動に伴うリスクの軽減を目的として利用する方針であります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

     特例処理を採用しておりますので、有効性の評価は省略しております。 

 ６）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

７）退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方

法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

８) 会計方針の変更 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の 
取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１
日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して
おります。 
この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ2,902千円増加
しております。 
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２．貸借対照表に関する注記 

 １）有形固定資産の減価償却累計額 28,057,782千円

 ２）関係会社に対する金銭債権債務 

    短期金銭債権 10,382,119千円

    短期金銭債務 1,142,574千円

 ３）財務制限条項 

長期借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合計 2,300,000千円）には、下記の財務

制限条項が付されています。 

(条項) 

各連結会計年度末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を、直前に終了した連結会

計年度末日の連結貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること、及び連結損益

計算書の経常損益を２期連続で損失としないこと。 

 ４）固定資産圧縮積立金 

    固定資産圧縮積立金は租税特別措置法に基づくものであります。 

 

３．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

    関係会社に対する売上高 23,667,236千円

    関係会社からの仕入高 3,904,757千円

    関係会社との営業取引外の取引高 7,520千円

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

    普通株式 32,165株
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５．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

未払賞与 155,427千円

減価償却費 40,521千円

貸倒引当金 9,486千円

退職給付引当金 1,015,332千円

役員退職慰労引当金 21,642千円

その他 115,606千円

繰延税金資産小計 1,358,016千円

評価性引当額 △14,921千円

繰延税金資産合計 1,343,095千円

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 △191,642千円

その他 △1,403千円

繰延税金負債合計 △193,046千円

繰延税金資産の純額 1,150,048千円

 

(追加情報) 

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

を当事業年度から適用しております。 
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６．関連当事者との取引に関する注記 

１）親会社及び法人主要株主等 
 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又は 
出 資 金 

事 業 の 内 容 
又 は 職 業 

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割  合 

関 係 内 容 

取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高 
役員の 
兼任等 

事業上の 
関  係 

親会社 ㈱ジェイ 
テクト 

大阪市 
中央区 

千円 

45,591,403 
ベアリング、ステ
アリング、工作機
械、自動車用駆動
部品などの製造販
売 

(被所有) 
直 接 
46.0％ 
間 接 
2.7％ 

兼任 
１人 

当社の製品
を販売並び
に原材料等
を購入して
いる 

 千円  千円 

製品の販売 23,646,533 売掛金 8,032,637 

ＣＭＳ貸付金 5,300,000 短期 
貸付金 

1,900,000 

原材料等の購入 2,783,272 買掛金 544,348 

ソフトウエア
の使用料他 

9,075  買掛金      1,549 

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

   取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) ベアリング製品の販売について価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同

様の条件によっております。 

(2) 原材料等の購入については、㈱ジェイテクトが複数の見積りを入手し、毎期価格交渉の上、市場

の実勢価格をみて発注先を決定したものを、㈱ジェイテクトから購入しております。 

(3) ＣＭＳ貸付金は、ジェイテクトグループ内におけるキャッシュ・マネジメント・システムの利用

によるもので、平成23年９月１日付で㈱ジェイテクトとの間で基本契約を締結しております。利

息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。   

 

２）子会社及び関連会社等 
 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又は 
出 資 金 

事 業 の 内 容 
又 は 職 業 

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割  合 

関 係 内 容 

取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高 
役員の 
兼任等 

事業上の 
関  係 

子会社 ミケヤマ 
機工㈱ 

大阪府 
貝塚市 

千円 

10,000 
ベアリングを主と
する機械部品の材
料切断並びに旋削
加工 

(所有) 
直 接 
50.0％ 

兼任 
２人 

当社製品の
旋削加工を
発注してい
る 

 千円  千円 

外注加工の発注 1,660,017 買掛金 312,575 
材料等の有償支
給 

1,058,913 未収入
金 

202,271 

関連 
会社 

㈱トーミ
ック 

三重県 
伊賀市 

千円 

10,000 
ベアリングの旋削
加工 

(所有) 
直 接 
32.5％ 

兼任 
２人 

当社製品の
旋削加工を
発注してい
る 

 千円  千円 

外注加工の発注 1,512,211 買掛金 281,574 

材料等の有償支
給 

1,013,252 未収入
金 

197,686 

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
(1) 外注加工については、他社との比較等を考慮し、必要に応じて価格交渉をした上、一般的取引と

同様に決定しております。 
(2) 材料等の有償支給については、当社の原価により算出した価格を基に決定しております。 
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３）兄弟会社等 
 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又は 
出 資 金 

事 業 の 内 容 
又 は 職 業 

議決権等 
の 所 有 
(被所有) 
割  合 

関 係 内 容 

取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期末残高 
役員の 
兼任等 

事業上の 
関  係 

親会社
の子会
社 

光洋 
熱処理㈱ 

大阪府 
八尾市 

千円 

60,000 
ベアリングの熱処
理加工 

(被所有) 
直 接 
2.1％ 

― 当社製品の
熱処理加工
を発注して
いる 

 千円  千円 

外注加工の発注 751,175 買掛金 306,558 

親会社
の子会
社 

光洋 
メタル 
テック㈱ 

三重県 
伊賀市 

千円 

450,000 
ベアリング部品、
自動車部品の製造
販売 

(所有) 
直 接 
6.1％ 

(被所有) 
直 接 
0.6％ 

― 当社製品の
鍛造加工を
発注してい
る 

 千円  千円 
外注加工の発注 412,133 買掛金 94,375 
材料等の有償支
給 

212,935 未収入
金 

33,042 

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
(1) 外注加工については、他社との比較等を考慮し、必要に応じて価格交渉をした上、一般的取引と

同様に決定しております。 
(2) 材料等の有償支給については、当社の原価により算出した価格を基に決定しております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 599円25銭

１株当たり当期純利益 27円58銭

 

８．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

９．その他の注記 
１）減損損失 

(1) 減損損失を認識した資産グループ 
用途 種類 場所 減損損失(千円) 
遊休 機械及び装置 三重県名張市 3,266 

計 3,266 
(2) 減損損失の認識に至った経緯 

事業の用に供していない遊休資産のうち、市場価格が帳簿価額に対して著しく下落した
資産について減損損失を認識しております。 

(3) 資産のグルーピングの方法 
事業全体を１つの資産グループとしております。ただし、遊休資産は個別の資産グルー
プとして取り扱っております。 

(4) 回収可能価額の算定 

遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しておりますが、当該資産は他への

転用、売却が困難であるため、正味売却価額をゼロとして評価しております。 

 ２）金額の端数処理 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成29年５月15日 

ダイベア株式会社 

  取 締 役 会 御 中 
 

ＰｗＣ京都監査法人 
 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  柴 田   篤 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  梶 田 明 裕 ㊞ 

 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ダイベア株式会社の平成28年４月１日から平成29年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算

書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ダイベア株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成29年５月15日 

ダイベア株式会社 

  取 締 役 会 御 中 
 

ＰｗＣ京都監査法人 
 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  柴 田   篤 ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士  梶 田 明 裕 ㊞ 
 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ダイベア株式会社の平成28年４月１日から平

成29年３月31日までの第88期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。 
 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること

を求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手

続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 
 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第88期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。 

 
Ⅰ 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担、監査実施計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受けました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規則に準拠し、監査の方針、職務の分担、監査実施計画
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び事業所において業務及び財産の状況を調査い
たしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法第362条第
４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、その
構築及び運用の状況について報告を受けました。 

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及
び理由については、取締役会その他における審議の状況を踏まえ、その内容について検討を加
えました。 

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受けました。 
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を適切に整備している旨の通知を受けました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 
Ⅱ 監査の結果 
  (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。 

四 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を
害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役
会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。 

  (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
    会計監査人であるPwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 
  (3) 連結計算書類の監査結果 
    会計監査人であるPwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
平成29年５月16日 

 
ダイベア株式会社 監査役会 

常勤監査役 川 西 博 美 ㊞ 
監 査 役 荒 木 恵 司 ㊞ 
監 査 役 岩 井   泉 ㊞ 

 
(注) 監査役川西博美、岩井 泉は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります｡ 

 
以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
 第１号議案 剰余金処分の件 

当期の業績及び今後の事業展開等を勘案し、また昨年創立80周年を迎えることができ
ましたことから、記念配当を加え、下記のとおりといたしたいと存じます。 
１．期末配当に関する事項 

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 
当社普通株式１株につき金５円（うち、普通配当４円・創立80周年記念配当１円） 
総額      87,206,445円 
なお、中間配当金（１株につき金４円）を含めた当期の年間配当金は１株につ

き金９円となります。 
(2) 剰余金の配当が効力を生ずる日 

平成29年６月27日 
２．剰余金処分に関する事項 

(1) 増加する剰余金の項目及びその額 
別途積立金    1,000,000,000円 

(2) 減少する剰余金の項目及びその額 
繰越利益剰余金  1,000,000,000円 

 
 
第２号議案 株式併合の件 

  １．株式併合を必要とする理由 
全国証券取引所は、｢売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する国内会

社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。 
当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣旨を尊重し、平成29年５月25

日開催の取締役会において、本議案が原案どおり承認可決されることを条件として、
当社株式の売買単位を1,000株から100株に変更することを決議いたしました。併せて、
証券取引所が望ましいとする投資単位の水準（５万円以上50万円未満）を維持するこ
とを目的として、株式の併合を行うものであります。 

 
  ２．株式併合の内容 

(1) 併合する株式の種類及び割合 
当社普通株式について、２株を１株に併合いたしたいと存じます。 
なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに 

基づき一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対して、端数
の割合に応じて分配いたします。 

 
(2) 株式併合の効力発生日 

     平成29年10月１日 
 

(3) 効力発生日における発行可能株式総数 
   20,000,000株 

 
【ご参考】 

会社法第182条第２項及び第195条第１項の定めに従い、定款一部変更の決議を経ず
に、平成29年10月１日付で定款変更が行われます。なお、変更の内容は次のとおりです。 

（下線は変更部分を示します） 
現 行 定 款 変 更 案 

第２章 株式 
第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、４千万株
とする。 

第２章 株式 
第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、２千万株
とする。 

第７条（単元株式数） 
当会社の単元株式数は、1,000株とする。 

第７条（単元株式数） 
当会社の単元株式数は、100株とする。 
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 第３号議案 取締役６名選任の件 
本総会終結の時をもって取締役９名全員が任期満了となります。 
当社は、平成29年３月29日開催の取締役会で、本総会終了後から執行役員制度を導入

することを決定いたしました。 
つきましては、取締役会において迅速かつ的確な意思決定が行えるよう構成員数の最

適化を図るため取締役を３名減員し、取締役６名の選任をお願いするものであります。 
取締役候補者は次のとおりであります。 

 
候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
株 式 の 数 

１ 

やま もと かつ み 

山 本 勝 巳 
(昭和34年２月27日生) 

昭和56年４月 光洋精工株式会社 (現株式会社ジェイテクト) 

入社 

平成15年１月 同社軸受事業本部企画部長 

平成20年１月 株式会社ジェイテクトステアリング事業本部調

達部長 

平成22年６月 同社執行役員に就任 

平成27年４月 同社常務執行役員に就任 

平成28年４月 当社顧問に就任 

平成28年６月 当社取締役社長に就任、現在に至る 

(担当) 超高性能軸受開発室・監査室総括 

11,000株 

２ 

こ たけ あき よし 

小 竹 章 好 
(昭和31年11月28日生) 

昭和50年４月 当社入社 

平成18年10月 当社名張工場第２製造部長 

平成22年６月 当社理事に就任 

平成23年６月 当社取締役に就任 

平成26年６月 当社常務取締役に就任、現在に至る 

(担当) 社長補佐、輸出管理室長、生産管理部・生産技術部・ 

和泉工場・名張工場総括 

(重要な兼職の状況) 

    株式会社トーミック取締役 

6,000株 

３ 

ふじ わら ひで じ 

藤 原 秀 次 
(昭和31年７月11日生) 

平成３年４月 光洋精工株式会社（現株式会社ジェイテクト） 

入社 

平成16年１月 同社経理部副部長 

平成22年１月 株式会社ジェイテクト関連事業部長 

平成24年４月 当社理事に就任 

平成24年６月 当社取締役に就任 

平成27年６月 当社常務取締役に就任、現在に至る 

(担当) 監査室担当、経営管理部・調達部総括 

(重要な兼職の状況) 

    ミケヤマ機工株式会社監査役 

6,000株 

４ 

たに の かず と 

谷 野 和 人 
(昭和34年８月30日生) 

昭和57年４月 当社入社 

平成14年６月 当社技術部長 

平成21年６月 当社理事に就任 

平成23年６月 当社取締役に就任 

平成28年６月 当社常務取締役に就任、現在に至る 

(担当) 品質保証部・技術部・営業部総括 

(重要な兼職の状況) 

    ミケヤマ機工株式会社取締役 

9,200株 
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
株 式 の 数 

５ 

くわ き  はじめ 

桑 木  肇 
(昭和19年８月５日生) 

昭和45年１月 プライス・ウォーターハウス会計事務所入所 

平成５年９月 中央監査法人代表社員に就任 

平成21年９月 桑木公認会計士事務所を開設、所長に就任 

平成22年６月 当社監査役に就任 

平成27年６月 当社取締役に就任、現在に至る 

(重要な兼職の状況) 

    ＴＯＷＡ株式会社取締役 

    富士機工株式会社取締役 

0株 

※ 
６ 

すず き のぶ や 

鈴 木 宣 哉 
(昭和35年３月25日生) 

昭和57年４月 光洋精工株式会社（現株式会社ジェイテクト） 

入社 

平成23年１月 株式会社ジェイテクト軸受・駆動事業本部産業

機器技術部長 

平成26年４月 同社執行役員に就任、現在に至る 

0株 

 
(注) １．※印は新任の取締役候補者であります。 

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

   ３．桑木 肇氏は社外取締役候補者であります。 
４．桑木 肇氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等

を活かし、有用な意見をいただくためであります。また、直接会社経営に関与したことはありま
せんが、その経験と見識から、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断
しております。 

５．桑木 肇氏は現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は本株主総会終結の時をも
って、２年となります。また、同氏は過去に当社の監査役でありました。 

６．桑木 肇氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し届け出ており、原案どおり選
任された場合、引き続き独立役員となる予定です。 

７．当社は、桑木 肇氏との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、
同氏が再任された場合には、当該契約を継続する予定であります。また、鈴木宣哉氏が取締役に
就任された場合、当社は同氏との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する
予定です。 
その契約の概要は次のとおりであります。 
会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意であり、かつ重大な過失が無か
ったときは、会社法第425条第１項第１号ハに定める額を限度として損害賠償責任を負担するもの
とする。 
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第４号議案 監査役２名選任の件 

監査役 川西博美、荒木恵司の両氏は本総会終結の時をもって辞任されますので、その

補欠として監査役２名の選任をお願いするものであります。 

なお、選任されます監査役の任期は、当社定款第28条第２項の規定により退任した監

査役の任期の満了する時までとなります。 

また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
株 式 の 数 

※ 
１ 

あん ぼ まさ ひこ 

安 保 公 彦 
(昭和34年２月17日生) 

昭和57年４月 当社入社 

平成22年６月 当社総務部長 

平成25年６月 当社理事に就任、現在に至る 

2,000株 

※ 
２ 

なか がわ まさ ふみ 

中 川 雅 文 
(昭和49年２月22日生) 

平成８年４月 中央監査法人京都事務所（現PwC京都監査法

人）入所 

平成21年６月 京都監査法人パートナーに就任 

平成23年７月 中川公認会計士事務所を開業、代表に就任、現

在に至る 

(重要な兼職の状況) 

    株式会社サンマルクホールディングス取締役 

0株 

(注) １．※印は新任の監査役候補者であります。 

２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

３．中川雅文氏は、社外監査役候補者であります。 

４．中川雅文氏を社外監査役候補者とした理由は、会計士・税理士として培われた専門的な知識・経

験等を当社の監査体制に活かしていただくためであります。また、直接会社経営に関与したこと

はありませんが、その経験と見識から、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるも

のと判断しております。 

５．中川雅文氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査

役として就任された場合、独立役員として届け出る予定であります。 

６．中川雅文氏が社外監査役に就任された場合、当社は同氏との間で会社法第423条第１項の賠償責任

を限定する契約を締結する予定であり、その契約の概要は次のとおりであります。 
会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意であり、かつ重大な過失が無か
ったときは、会社法第425条第１項第１号ハに定める額を限度として損害賠償責任を負担するもの
とする。 
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第５号議案 補欠監査役２名選任の件 

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名の選任をお

願いするものであります。 

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

補欠監査役候補者は次のとおりであり、第４号議案が原案どおり承認可決されること

を条件に、安保公彦氏の補欠監査役は山崎清彦氏とし、また監査役 岩井 泉氏及び中川

雅文氏の補欠監査役は和氣大輔氏とさせていただきたいと存じます。 

候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略 歴 、 地 位 及 び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所有する当社 
株 式 の 数 

１ 

やま さき きよ ひこ 

山 崎 清 彦 
(昭和26年５月29日生) 

昭和49年４月 光洋精工株式会社（現株式会社ジェイテクト） 

入社 

平成12年１月 同社経理部主幹 

平成15年６月 同社理事に就任 

平成18年６月 株式会社ジェイテクト常勤監査役に就任 

平成21年６月 富士機工株式会社専務取締役に就任 

平成22年６月 同社取締役専務執行役員に就任 

平成27年６月 同社取締役専務執行役員を退任、現在に至る 

2,000株 

２ 

わ け だい すけ 

和 氣 大 輔 
 (昭和43年８月２日生) 

平成10年10月 中央監査法人京都事務所（現PwC京都監査法

人）入所 

平成17年１月 和氣公認会計士事務所を開設、所長に就任、現

在に至る 

(重要な兼職の状況) 

    ＴＯＷＡ株式会社取締役 

0株 

(注) １．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２．山崎清彦、和氣大輔の両氏は、補欠の社外監査役候補者であります。 

３．山崎清彦氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、経営者としての幅広い経験と知見を持ち、

企業経営を統治する充分な見識を有しておられ、その知識等を当社の監査体制に活かしていただ

くためであります。 

４．和氣大輔氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、会計士・税理士として培われた専門的な知

識・経験等を当社の監査体制に活かしていただくためであります。また、直接会社経営に関与し

たことはありませんが、その経験と見識から、社外監査役としての職務を適切に遂行していただ

けるものと判断しております。 

５．和氣大輔氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査

役として就任された場合、独立役員として届け出る予定であります。 

６．山崎清彦、和氣大輔の両氏が社外監査役に就任された場合、当社は両氏との間で会社法第423条第

１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、その契約の概要は次のとおりであります。 
会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意であり、かつ重大な過失が無か
ったときは、会社法第425条第１項第１号ハに定める額を限度として損害賠償責任を負担するもの
とする。 
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第６号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

本総会終結の時をもって退任されます取締役 石橋康弘、森田 秀、喜多俊男、足立恭

輔及び監査役 川西博美、荒木恵司の各氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社にお

ける一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈いたしたいと存じま

す。 

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法などは取締役については取締役会に、監査

役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。 

退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。 
 

氏   名 略          歴 

石 橋 康 弘 平成24年６月 当社取締役に就任、現在に至る 

森 田   秀 平成27年６月 当社取締役に就任、現在に至る 

喜 多 俊 男 平成28年６月 当社取締役に就任、現在に至る 

足 立 恭 輔 平成28年６月 当社取締役に就任、現在に至る 

川 西 博 美 平成25年６月 当社常勤監査役に就任、現在に至る 

荒 木 恵 司 平成26年６月 当社監査役に就任、現在に至る 

 

 

第７号議案 役員賞与支給の件 

当期末時点の社外取締役を除く取締役８名及び監査役３名に対し、当社の業績等を勘

案して、役員賞与総額29,660,000円（取締役分24,530,000円、監査役分5,130,000円）を

支給することといたしたいと存じます。 

なお、その具体的金額、支給の時期、方法などは、取締役については取締役会に、監

査役については監査役の協議にご一任願いたいと存じます。 

 

 

 

以 上 

 

 
 
 



 

株主総会会場ご案内略図 
大 阪 府 和 泉 市 あ ゆ み 野 二 丁 目 ８ 番 １ 号 

ダイベア株式会社 本社３階 多目的ホール 

ＴＥＬ (0725)53－1711 (代表) 

 

 

 

 
泉北高速鉄道「和泉中央駅」より南海バス（テクノステージ方面・

大阪技術研前行）｢大阪技術研前｣ バス停下車、南へ徒歩10分 
 

 


